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 （趣旨） 

第１条 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）の施行について

は、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）、介護保険法施行規則（平成１１

年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）及び組合の条例、規則で定めるもののほ

か、この細則の定めるところによる。 

 （居宅介護サービス費等の額の特例） 

第２条 管理者は、法第５０条の規定に基づき、要介護被保険者（法第４１条第１項に規

定する要介護被保険者をいう。以下同じ。）の申請によって、法第４９条の２各号に掲

げる介護給付について特例を定めるものとする。 

２ 前項の申請をする者は、介護保険利用者負担額軽減・免除申請書（以下「申請書」と

いう。）に省令第８３条第１項各号に規定する災害その他の特別の事情があることによ

り、居宅サービス（これに相当するサービスを含む。）、地域密着型サービス（これに

相当するサービスを含む。）若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な費用（以下

「介護サービス利用者負担額」という。）を負担することが困難であることを証明すべ

き書類を添付して、管理者に提出しなければならない。 

３ 前項の介護サービス利用者負担額を負担することが困難であることを証明すべき書類

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

 （１） 省令第８３条第１項第１号に該当する場合 

     り災証明書、所得証明書、災害に係る保険金の受領証その他の省令第８３条第

１項第１号に該当することを証明する書類 

 （２） 省令第８３条第１項第２号に該当する場合 

     医師の診断書、生命保険金の受領証、所得証明書その他省令第８３条第１項第

２号に該当することを証明する書類 

 （３） 省令第８３条第１項第３号に該当する場合 

     商業登記簿謄本、所得証明書、雇用保険受給資格者証その他省令第８３条第１

項第３号に該当することを証明する書類 

 （４） 省令第８３条第１項第４号に該当する場合 



     り災証明書、所得証明書その他の省令第８３条第１項第４号に該当することを

証明する書類 

４ 管理者は、申請書の提出を受けた場合においては、実態調査、聴き取り調査その他の

方法（以下「実態調査等」という。）により申請書の内容を調査し、申請者の属する世

帯の所得状況を総合的に判断して特例を定め、申請者に係る介護サービス利用者負担額

の減免の承認又は不承認の決定をするものとする。ただし、申請者が生活保護法（昭和

２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保険者であるときは、減免をしな

い。 

５ 管理者は、前項の総合的な判断をするに当たって必要があると認めるときは、申請者

に対して、当該申請者又はその属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者の所得証

明書等の提出を求めることができる。 

６ 管理者は、第１項の申請が次の各号のいずれかに該当するときは、当該申請を却下す

るものとする。 

 （１） 申請者が申請書の補正又は実態調査等に応じないとき。 

 （２） 申請者が前項に規定する所得証明書等の提出の求めに応じないとき。 

７ 管理者は、第４項の規定により減免の承認又は不承認の決定をしたときは、介護保険

利用者負担額減額・免除決定通知書により、申請者に通知しなければならない。 

８ 第４項の規定により介護サービス利用者負担額の減免を受けた者は、当該減免に係る

省令第８３条第１項各号に規定する災害その他の特別の事情が消滅した場合において

は、直ちにその旨を管理者に申告しなければならない。 

９ 管理者は、介護サービス利用者負担額の減免を受けた者がその事情が消滅した場合に

直ちにすべき申告を怠ったとき、又は虚偽の申請書若しくは第３項各号に定める書類を

提出して減免を受けたことが明らかになったときは、減免を取り消すことができる。 

１０ 管理者は、前項の規定により減免を取り消すときは、介護保険利用者負担額減額・

免除取消通知書により、速やかに当該減免を受けた者に通知しなければならない。 

第３条 管理者は、前条第４項の規定により減免の承認の決定をしたときは、法第４９条

の２各号に掲げる介護給付についての特例として、居宅介護サービス費等の額に係る割

合を次の表の左欄に掲げる申請書の区分に応じそれぞれ当該右欄に掲げ 

 る割合に定める。 

（１） 次のいずれかに該当する者 

    ア 省令第８３条第１項第１号に該当する者のうち、要

介護被保険者又はその属する世帯の生計を主として維

持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財産に

つき災害により受けた損害金額（保険金、損害賠償等

により補てんされるべき金額を除く。以下同じ。）が

その住宅、家財又はその他の財産の価格の２分の１以

１００分の１００ 

 

 

 

 

 

 



上の額であるもので、要介護被保険者及び当該要介護

被保険者と生計を一にする者（以下「要介護被保険者

等」という。）の前年（合計所得金額（地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号

に規定する合計所得金額をいう。ただし、地方税法第

２９２条第１項第６号に規定する退職手当等、所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第９条第１項に掲げる

所得、同法第３５条第３項に規定する公的年金等及び

雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）の規定に基

づく給付金その他これらに類する給付金にあっては、

その金額をいう。以下同じ。）中の合計所得金額の合

算額（以下この条において「合算所得金額」という。

）が５００万円以下であるもの 

    イ  省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が１，０００万円以下で、当該年の合算所得金額の

見込額が皆無となったもの 

    ウ  省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が３００万円を超え４００万円以下で、当該年の合

算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４分の

１以下であるもの 

    エ  省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が３００万円以下で、当該年の合算所得金額の見込

額が前年中の合算所得金額の３分の１以下であるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 次のいずれかに該当する者（前号に該当する者を除く

。） 

    ア 省令第８３条第１項第１号に該当する者のうち、要

介護被保険者又はその属する世帯の生計を主として維

持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財産に

つき災害により受けた損害金額がその住宅、家財又は

その他の財産の価格の２分の１以上の額であるもので

、要介護被保険者等の前年中の合算所得金額が５００

万円を超え７５０万円以下であるもの 

１００分の９７ 

 

 

 

 

 

 

 

 



   イ 省令第８３条第１項第１号に該当する者のうち、要

介護被保険者又はその属する世帯の生計を主として維

持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財産に

つき災害により受けた損害金額がその住宅、家財又は

その他の財産の価格の１０分の３以上２分の１未満の

額であるもので、要介護被保険者等の前年中の合算所

得金額が５００万円以下であるもの 

   ウ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が４００万円を超え５５０万円以下で、当該年の合

算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４分の

１以下であるもの 

   エ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が３００万円を超え４００万円以下で、当該年の合

算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４分の

１を超え３分の１以下であるもの 

   オ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が３００万円以下で、当該年の合算所得金額の見込

額が前年中の合算所得金額の３分の１を超え２分の１

以下であるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 次のいずれかに該当する者（前２号に該当する者を除

く。） 

    ア  省令第８３条第１項第１号に該当する者のうち、要

介護被保険者又はその属する世帯の生計を主として維

持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財産に

つき災害により受けた損害金額がその住宅、家財又は

その他の財産の価格の２分の１以上の額であるもので

、要介護被保険者等の前年中の合算所得金額が７５０

万円を超え１，０００万円以下であるもの 

   イ 省令第８３条第１項第１号に該当する者のうち、要

介護被保険者又はその属する世帯の生計を主として維

持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財産に

つき災害により受けた損害金額がその住宅、家財又は

１００分の９５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



その他の財産の価格の１０分の３以上２分の１未満の

額であるもので、要介護被保険者等の前年中の合算所

得金額が５００万円を超え７５０万円以下であるもの 

   ウ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が５５０万円を超え７５０万円以下で、当該年の合

算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４分の

１以下であるもの 

   エ 省令第８３条第１項第２項から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が４００万円を超え５５０万円以下で、当該年の合

算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４分の

１を超え３分の１以下であるもの 

   オ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が３００万円を超え４００万円以下で、当該年の合

算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の３分の

１を超え２分の１以下であるもの 

   カ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が３００万円以下で、当該年の合算所得金額の見込

額が前年中の合算所得金額の２分の１を超え３分の２

以下であるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 次のいずれかに該当する者（前３号に該当する者を除

く。） 

   ア  省令第８３条第１項第１号に該当する者のうち、要

介護被保険者又はその属する世帯の生計を主として維

持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財産に

つき災害により受けた損害金額がその住宅、家財又は

その他の財産の価格の１０分の３以上２分の１未満の

額であるもので、要介護被保険者等の前年中の合算所

得金額が７５０万円を超え１，０００万円以下である

もの 

   イ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

１００分の９３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



額が７５０万円を超え１，０００万円以下で、当該年

の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４

分の１以下であるもの 

   ウ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が５５０万円を超え７５０万円以下で、当該年の合

算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４分の

１を超え３分の１以下であるもの 

   エ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が４００万円を超え５５０万円以下で、当該年の合

算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の３分の

１を超え２分の１以下であるもの 

   オ 省令第８３条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、要介護被保険者等の前年中の合算所得金

額が４００万円以下で、当該年の合算所得金額の見込

額が前年中の合算所得金額の２分の１を超え３分の２

以下であるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一定以上の所得を有する要介護被保険者（法第４９条の２に規定する要介護被保険者

をいう。）が同条各号に定める規定の適用を受ける場合においては、前項の規定を準用

する。この場合において、同項の表右欄中「１００分の９７」とあるのは法第４９条の

２第１項に規定する要介護被保険者は「１００分の９４」、法第４９条の２第２項に規

定する要介護被保険者は「１００分の９１」と、「１００分の９５」とあるのは法第４

９条の２第１項に規定する要介護被保険者「１００分の９０」、法第４９条の２第２項

に規定する要介護被保険者は「１００分の８５」と、「１００分の９３」とあるのは法

第４９条の２第１項に規定する要介護被保険者は「１００分の８６」、法第４９条の２

第２項に規定する要介護被保険者は「１００分の７９」と読み替えるものとする。 

 （介護予防サービス費等の額の特例） 

第４条 管理者は、法第６０条の規定に基づき、居宅要支援被保険者（法第５３条第１項 

 に規定する居宅要支援被保険者をいう。以下同じ。）の申請によって、法第５９条の２

各号に掲げる予防給付について特例を定めるものとする。 

２ 前項の申請をする者は、申請書に省令第９７条第１項各号に規定する災害その他の特 

 別の事情があることにより、介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）、 

 地域密着型介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）又は住宅改修に必要 

 な費用（以下「介護予防サービス利用者負担額」という。）を負担することが困難であ 

 ることを証明すべき書類を添付して、管理者に提出しなければならない。 



３ 前項の介護予防サービス利用者負担額を負担することが困難であることを証明すべき 

 書類は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

 （１） 省令第９７条第１項第１号に該当する場合 

     り災証明書、所得証明書、災害に係る保険金の受領証その他の省令第９７条第 

    １項第１号に該当することを証明する書類 

 （２） 省令第９７条第１項第２号に該当する場合 

     医師の診断書、生命保険金の受領証、所得証明書その他省令第９７条第１項第 

    ２号に該当することを証明する書類 

 （３） 省令第９７条第１項第３号に該当する場合 

     商業登記簿謄本、所得証明書、雇用保険受給資格者証その他省令第９７条第１ 

    項第３号に該当することを証明する書類 

 （４） 省令第９７条第１項第４号に該当する場合 

     り災証明書、所得証明書その他の省令第９７条第１項第４号に該当することを 

    証明する書類 

４ 第２条第４項から第１０項までの規定は、第１項の申請に係る介護予防サービス利用 

 者負担額の減免について準用する。 

第５条 管理者は、前条第４項において準用する第２条第４項の規定により減免の承認の 

 決定をしたときは、法第５９条の２各号に掲げる予防給付についての特例として、介護

予防サービス費等の額に係る割合を次の表の左欄に掲げる申請者の区分に応じそれぞれ

当該 

 右欄に掲げる割合に定める。 

（１） 次のいずれかに該当する者 

    ア 省令第９７条第１項第１号に該当する者のうち、居

宅要支援被保険者又はその属する世帯の生計を主とし

て維持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財

産につき災害により受けた損害金額がその住宅、家財

又はその他の財産の価格の２分の１以上の額であるも

ので、居宅要支援被保険者及び当該居宅要支援被保険

者と生計を一にする者（以下「居宅要支援被保険者等

」という。）の前年中の合計所得金額の合算額（以下

この条において「合算所得金額」という。）が５００

万円以下であるもの 

    イ  省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が１，０００万円以下で、当該年の合算所得金

額の見込額が皆無となったもの 

１００分の１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    ウ  省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が３００万円を超え４００万円以下で、当該年

の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４

分の１以下であるもの 

    エ  省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が３００万円以下で、当該年の合算所得金額の

見込額が前年中の合算所得金額の３分の１以下である

もの 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 次のいずれかに該当する者（前号に該当する者を除く

。） 

    ア 省令第９７条第１項第１号に該当する者のうち、居

宅要支援被保険者又はその属する世帯の生計を主とし

て維持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財

産につき災害により受けた損害金額がその住宅、家財

又はその他の財産の価格の２分の１以上の額であるも

ので、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所得金額

が５００万円を超え７５０万円以下であるもの 

   イ 省令第９７条第１項第１号に該当する者のうち、居

宅要支援被保険者又はその属する世帯の生計を主とし

て維持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財

産につき災害により受けた損害金額がその住宅、家財

又はその他の財産の価格の１０分の３以上２分の１未

満の額であるもので、居宅要支援被保険者等の前年中

の合算所得金額が５００万円以下であるもの 

   ウ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が４００万円を超え５５０万円以下で、当該年

の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４

分の１以下であるもの 

   エ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が３００万円を超え４００万円以下で、当該年

の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４

１００分の９７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



分の１を超え３分の１以下であるもの 

   オ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が３００万円以下で、当該年の合算所得金額の

見込額が前年中の合算所得金額の３分の１を超え２分

の１以下であるもの 

 

 

 

 

 

（３） 次のいずれかに該当する者（前２号に該当する者を除

く。） 

    ア  省令第９７条第１項第１号に該当する者のうち、居

宅要支援被保険者又はその属する世帯の生計を主とし

て維持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財

産につき災害により受けた損害金額がその住宅、家財

又はその他の財産の価格の２分の１以上の額であるも

ので、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所得金額

が７５０万円を超え１，０００万円以下であるもの 

   イ 省令第９７条第１項第１号に該当する者のうち、居

宅要支援被保険者又はその属する世帯の生計を主とし

て維持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財

産につき災害により受けた損害金額がその住宅、家財

又はその他の財産の価格の１０分の３以上２分の１未

満の額であるもので、居宅要支援被保険者等の前年中

の合算所得金額が５００万円を超え７５０万円以下で

あるもの 

   ウ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が５５０万円を超え７５０万円以下で、当該年

の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４

分の１以下であるもの 

   エ 省令第９７条第１項第２項から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が４００万円を超え５５０万円以下で、当該年

の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４

分の１を超え３分の１以下であるもの 

   オ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

１００分の９５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



得金額が３００万円を超え４００万円以下で、当該年

の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の３

分の１を超え２分の１以下であるもの 

   カ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が３００万円以下で、当該年の合算所得金額の

見込額が前年中の合算所得金額の２分の１を超え３分

の２以下であるもの 

 

 

 

 

 

 

（４） 次のいずれかに該当する者（前３号に該当する者を除

く。） 

   ア  省令第９７条第１項第１号に該当する者のうち、居

宅要支援被保険者又はその属する世帯の生計を主とし

て維持する者の所有に係る住宅、家財又はその他の財

産につき災害により受けた損害金額がその住宅、家財

又はその他の財産の価格の１０分の３以上２分の１未

満の額であるもので、居宅要支援被保険者等の前年中

の合算所得金額が７５０万円を超え１，０００万円以

下であるもの 

   イ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が７５０万円を超え１，０００万円以下で、当

該年の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額

の４分の１以下であるもの 

   ウ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が５５０万円を超え７５０万円以下で、当該年

の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の４

分の１を超え３分の１以下であるもの 

   エ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

得金額が４００万円を超え５５０万円以下で、当該年

の合算所得金額の見込額が前年中の合算所得金額の３

分の１を超え２分の１以下であるもの 

   オ 省令第９７条第１項第２号から第４号までに該当す

る者のうち、居宅要支援被保険者等の前年中の合算所

１００分の９３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



得金額が４００万円以下で、当該年の合算所得金額の

見込額が前年中の合算所得金額の２分の１を超え３分

の２以下であるもの 

 

２ 一定以上の所得を有する居宅要支援被保険者（法第５９条の２に規定する要支援被保

険者をいう。）が同条各号に定める規定の適用を受ける場合においては、前項の規定を

準用する。この場合において、同項の表右欄中「１００分の９７」とあるのは法第５９

条の２第１項に規定する居宅要支援被保険者は「１００分の９４」、法第５９条の２第

２項に規定する居宅要支援被保険者は「１００分の９１」と、「１００分の９５」とあ

るのは法第５９条の２第１項に規定する居宅要支援被保険者「１００分の９０」、法第

５９条の２第２項に規定する居宅要支援被保険者は「１００分の８５」と、「１００分

の９３」とあるのは法第５９条の２第１項に規定する居宅要支援被保険者は「１００分

の８６」、法第５９条の２第２項に規定する居宅要支援被保険者は「１００分の７９」

と読み替えるものとする。 

 （介護サービス利用者負担額等の減免の期間） 

第６条 介護サービス利用者負担額又は介護予防サービス利用者負担額の減免は、月を単

位として、１の申請につき、申請書の提出のあった日の属する月から６月の範囲内にお

いて必要と認められる月までとする。ただし、法第２８条第１項又は法第３３条第１項

の要介護認定又は要支援認定の有効期間内に限る。 

 （委任） 

第７条 この細則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年４月１日規則第９号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成２７年８月１日規則第１１号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年８月１日規則第８号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 


